
平成２３年度「改造ＥＶに関する調査」
（ 要 約 版）

調査の趣旨と目的

ガソリン車をＥＶ化するコンバージョンをはじめ、初度登録前の車両の改造を行なう新車ＥＶなどの「改造Ｅ

Ｖ」に取り組む事業者が増えている。 本調査ではこれらの改造事業の現状や課題を分析する事によって電気自

動車普及促進を図る。さらに、 国内外における改造ＥＶの取組実態と市場性を分析することにより、導入補助

制度の政策策定資することを目的とする。

本調査における「改造ＥＶ」の定義

１．改造ＥＶ車両としてナンバーの初度登録を行った車両。いわゆる「新車改造ＥＶ」
２．エンジン車としてナンバー登録を受けた車両の駆動系をＥＶ化した「コンバージョンＥＶ」

本調査における「改造ＥＶ」の定義

１．改造ＥＶ車両としてナンバーの初度登録を行った車両。いわゆる「新車改造ＥＶ」
２．エンジン車としてナンバー登録を受けた車両の駆動系をＥＶ化した「コンバージョンＥＶ」

国内の主な改造EV関連事業者

（各社のホームページをはじめ公開情報を元に、㈱ユニバーサルエネルギー研究所が作成） ※なお上表においてEV・PHVタウンにおける取組には「EV・PHVT」のロゴを標記している。

国内のEV改造事業に関わる動向（ヒアリング・現地調査）

改造EVの取組みの関係者（新車改造ＥＶ事業者 、コン

バート改造事業者、改造に関与する大学など研究機関、

地方自治体、自動車メーカー、有識者など）へのヒアリ

ング調査を合計21組織に行った。

EV改造事業は、一般のユーザーが近距離移動を中心とし

た日常的な利用を想定していることを勘案した事業モデ

ルを構築する必要がある 。また、事業者は事業所内の移

動や事業所間の移動を目的とするケースが 多いことから、

必要最低限の航続距離（80km程度）と低価格化を求め

る傾向にある。

そのため、一般利用者と事業用を想定しているユーザー

では価格帯など求める条件は異なり、大手メーカーと

改造EV業者は互いに競合しないという意見も得ら

れた。また、改造EVに対する市場が限られている

ことも明らかになった。現在は改造EVに対する優

遇策や補助制度がなく、新車EVと比較しても市場

においては不利な状況にあるとの意見がある 。改

造EVに対する助成制度の整備が求められている。

また、新興国で活発化する改造EVビジネスなどの

傾向より、当該マーケットは海外の低所得層への

市場拡大が期待されているものと考えられる 。こ

のような海外の傾向を新たな大型マーケットとし

て捉える企業もある。

改造EVに関するアンケート調査

改造ＥＶに求められるスペック （機能）・価格や

ニーズに関するアンケート調査を実施した。

※アンケート調査は、カーエレJAPAN展示会場（2012.1.18-20）な
らびにEV・PHVタウンシンポジウム会場（2012.2.16）にて実施。

（総有効回答数317件。うち乗車・同乗経験者180名）。

【改造EVのコストについて】

回答者の約5人に１人が、改造費用が100万円以下

であれば購入意欲があることが示された。

【改造EVのスペックについて】

9割の 人 が 80km 以上 の 航続 距 離を 求 めて い る 。

EV・PHVの乗車・同乗経験がある人ほど、日常的に

利用したいという意向が明らかになった。

【安全性に対する要望について】

改造EVに関しても、ガソリン車同様に安全性を重視

している意向が明らかになった。安全性の確保に関し

ては、改造EVに関するガイドラインなどでの一様の基

準を設けるなどの対策が望まれている。

【改造EVに関する認識について】

約25%の 人が改 造 EV車に 対し 「 有望」 「興味 があ

る」との意見を持っている。「改造EVには乗らない」

と回答した人は12％に留まった。特に、EV・PHVの

乗車・同乗経験がない人には興味を持つ人が多く 、乗

車・同乗経験のある人では有望との回答が多い。

一方、乗車・同乗経験がある人は改造車の優位性を

厳しく評価する傾向にあり、量産車との差別化が求め

られているものと考えられる。

EV・PHVの乗車・同乗経験別にみた改造EVの用途の想定

（ EV乗車経験 左：あり 右：なし）

EV・PHVの乗車経験別にみた改造EVへの期待度（複数回答可）

（ EV乗車経験 下：あり 上：なし）
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●改造ＥＶ事業の事業主体とビジネスモデル

改造EV事業モデルは、以下の３つの

パターンに分類できる。

①改造事業そのものの実施

②改造部品の開発・製造・販売

③改造方法の技術的な教習・情報提供

＜ 改造事業には、以下に示す様々な事業主体が関わっている ＞

①小規模な自動車整備事業者、板金工場（板金事業者）などの副業的な取組み。 ②大学発ベンチャーとして事業化を目指した試みもみられる 。

③大学や高等教育・研究機関において、教育・研究教材としてＥＶ改造を実施。 ④一部の地方自治体は技術支援、助成を実施している。

●改造ＥＶの主な用途

改造EVの主な用途は、以下の４つの

パターンに分類できる。

①特定のエリアでの業務用途

②市民の自家用利用を想定した用途

③公共交通の代替としての地域の移動手段

としての用途

④ ク ラ シ ッ ク カ ー な ど 趣 味 的 な ク ル マ の

改造事業

●改造ＥＶの導入普及に向けた課題

改 造 EV の 普 及 に 向 け た 主 な 課 題 と し て 、

以下の３つの項目が指摘された。

①技術的課題：安全性の担保と利用者の安心

の確保

②コスト・経済的な課題：改造コストの低減

③制度的課題：事業採算性、部品調達方策、

事業者の情報共有と公的支援

ガソリン車をベースとしたＥＶへの改造事業が各地で行われている。多くの場合は自動車修理事業者が実施しており、独自に開発を行っている。ガソリン車をベースとして、創意

工夫を凝らしつつ観光利用や業務など多様な用途を想定した車両を製作している 。

表．国内の主な改造EV関連事業者例（各都道府県における代表的な企業）
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